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はじめに
　ICT（Information and Communication Technology）の発展を背景に、EC
（Electronic Commerce）のビジネス（1）は世界中で拡大している。特に中国
では世界でも群を抜く極めて大規模な成長を遂げており、我が国にとって
の大きな刺激として受け止めるべきものといえよう。
　日本は少子高齢化が進展するなどから、国内の小売流通販売総額は減少
傾向に転じており、今後、経済成長を図るためには、グローバルなビジネ
ス展開は必須である。中でも物理的な隔たりを解消して売買取引を可能に
するECは我が国の今後の経済成長の機会としては欠かせないものといえ
る。我が国の日本再興戦略（内閣官房日本経済再生総合事務局2016）で指
摘されるとおり、我が国は「課題先進国」であり、その解決によって、グ
ローバル・ビジネスでの優位性を獲得できるチャンスでもあること、「世
界最先端の健康立国」の実現を掲げていることなどを考えると、高齢化社
会の未来を切り開くヘルスケアのビジネスは重要性が高くICTを活かした
ECによるモバイル・ヘルスケア産業をトリガーとしたグローバル・ビジ
ネル発展に期待が高まるといえよう。
　ECのビジネス・モデルにおいては、リアル店舗に比べて時間・空間な
どの制約が取り払われるECの特性から「問屋不要論」再燃のような流
通機能の大幅な革新の可能性も指摘されているが、現実的にはリアル店
舗との競合側面・融合側面の両面からビジネス・モデルが試行・構築さ
れてきている。一方でICTは技術進化を続けており、「モノのインターネ
ッ ト 化（IoT：Internet of Things）」 やVR（Virtual Reality）、AI（Artiﬁcial 
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Intelligence）などの新たな技術革新をもたらしつつあり、今後さらなる流
通の構造的変化につながる可能性を孕んでいる。
　このようにダイナミックかつドラスティックな流通環境の変化が急速
に進行しているにもかかわらず、そこへの体系的理論構築はできていな
い。学術的には田村（2010）が『シリーズ流通体系全５巻（石原・石
井 2009）』の書評の中で、ECの無店舗販売や国際ネットワークを束ねる
総合商社による流通資本の動き、消費者のショッピング行動などの“うね
り”を踏まえた新しい流通理論の構築を目指さねばならないが、十分なさ
れてはおらず新しい流通学は誕生していないことを指摘している。
　本稿では昨今のEC流通の動向およびICTによる流通ビジネス・モデルの
進化の可能性を確認するとともに、ICTによって急速なビジネス・モデル
の進化が進みつつあるモバイル・ヘルスケア領域の事例からEC流通の将
来のビジネス・モデルの方向性を検討する。さらに、それに関わる学術的
な理論的課題や日本における流通政策課題について抽出・考察する。
Ⅰ．EC流通の現状と動向
　EC市場はアメリカのアマゾンに代表されるように、1990年代から年率
20パーセントを超えるスピードで急速に発展し拡大を続けており、世界全
体では2016年に2兆USドル（約20兆円；１ドル＝100円換算）の規模を超
えると推定されている（図１）。
図１　世界のEC（BtoC）取引市場規模
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　日本では2014年に12.8兆円で世界の8.3パーセント、国内流通の4.37パー
セントを占める（EC化率）状況となっており、2021年には25.6兆円に倍増
するともいわれている（野村総合研究所2015）。中でも楽天、ヤフー、デ
ィー・エヌ・エー（DeNA）などのモール型ECが拡大しており、これら３
社でモール型ECの９割を占めるというように大手の寡占化が進んでいる。
また近隣諸国では特に中国の伸長が著しく、2014年に4千263億USドルと、
米国の1.4倍、日本の6倍となる世界最大の市場規模となり、中国国内流通
の約10パーセントを占めている（図２）。この規模は今後も引き続き急速
に拡大が見込まれる。それは、①中国のインターネット人口6.5億人が既
に世界一であるにも関わらず、その普及率は先進国の平均約70パーセント
に対して、まだ48パーセントであり、膨大な伸びしろを有していること
や、②情報統制政策などから中国国内のインターネト環境がワールド・ワ
イド・ウｪヴから結果的に独立し、国内独自のサービスが民間から創出さ
れ、市場が極めて活力に満ちていることに加え、③広大な国土の割にリア
ル店舗の密度が十分なレベルに達しておらずEC発展の余地が多分に残さ
れていること、さらに、④国家主導でICTコア技術の育成とブロードバン
ド・インフラなどが急速に整備されつつあること、などが要因として挙げ
られる。
　中国では先行するリアル店舗のチェーンストアの振興においては、
図２　世界の国別EC（BtoC）取引市場規模　（単位：US億ドル）
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WTO加盟後の急速な開放政策の中で、外資企業に大きく市場を確保され
るに至った（謝 2008）が、続くECの振興においては、中国民間企業の育
成と発展に成功しているといえる。
　一方日本では中国に比べリアル店舗の密度が高く、リアル店舗の大手チ
ェーンストアの力が影響力を持っており、セブン＆アイのオムニチャネル
のように、むしろリアル店舗のチェーンストアにECを融合・一体化した
流通ビジネス・モデルの構築の動きが進み注目されている。　
　また昨今では国境をまたぐ、いわゆる「越境EC」が活況を呈している
など、世界的にECビジネスのウエートは今後も拡大し、リアル店舗との
競合・融合の両面からビジネス・モデルの進化が引き続き模索されていく
ものと考えられる。
Ⅱ．ICTによる流通進化が期待されるヘルスケア領域の事例
１．日本国内ECの進化と多様化
　日本国内のECは、かつてのリアル店舗の多様化や商品カテゴリーの多
様化と同じようにその多様化が進んでいる（図３）。
図３　日本におけるEC流通の多様化（著者作成）
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　規模的に最も大きく主流となっているのは楽天やアマゾンなどのモール
型ECであり、一方でセブンアンドアイホールディングスに代表されるよ
うに、リアル店舗との融合による取組みとしてオムニ化の取組みが注目さ
れる。
　このような中、独自の取組みによって台頭しているユニークなECが挙
げられる。
　有機・無添加食品の通信販売に特化したオイシックスでは普通のスーパ
ーで大根が210円で売られているときに315円の大根がとぶように売れてい
る。独自の商品調達力とマーケティング力によって「トロなす」「みつト
マト」「ピーチかぶ」「生キャラメル芋」など、価値のある商品を発掘し世
に広めるという方法で成功している。
　またファッション通販サイトのゾゾタウン（ZOZOTOWN）は「受託シ
ョップ」「買取ショップ」、「ゾゾユーズド（ZOZOUSED）事業」の他、ア
パレルメーカーの自社ECを支援する「BtoB事業」を展開。ECにセレクト
ショップの“格好よさ”を持ち込むことによって成功している。
　ロハコはアスクルがヤフーと開始した、米、ミネラルウォーター、ベビ
ー用品など、重くかさばる日用品を中心に提供する「日常使いの第2世代
EC No.1」ショップ。「昌利」の吸収合併でアルコール類の取り扱いを開始、
医薬品専門店「ロハコドラッグ」も立ち上げ、わずか1年半で121億円に急
成長している。
　ファクトリエはメイド・イン・ジャパンの工場直結ファッション・ブラ
ンド。世界ブランドを手掛ける日本の工場（ファクトリー）と直接提携し、
こだわりのつまった一流の“語れる逸品”を、お客様にお届けするという
コンセプトで成功している。クリーマ（Creema）は「本当にいいものが
埋もれてしまうことのない、フェアで大規模な新しい経済圏をつくろう」
というスローガンでリアル店舗の運営やリアルイベントを絡めながら、ハ
ンドメイドの商品を扱うECサービスで成功。これはアメリカのエツィー
（Etsy）という巨大ハンドメイドポータルサイトに似た取組みといえよう。
　化粧品のクチコミサイトとして成長し、そのアクセス数を活かして、人
気のコクチコミ商品も購入できるアットコスメや価格比較のクチコミサイ
トとして成長した価格ドットコムなど、口コミのアクセス数を活かして、
－106－
国研紀要 149　2017. 3
－107－
各ショップの通販に連携し商品購入ができるようになったECサイトなど
も台頭している。
　これらは商品カテゴリー特化といったリアル店舗と共通の要因だけでな
く、個人と世界を繋いだり、口コミのアクセスを利用するなど、EC特有
の機能を活かした形で成立するものも少なくない。
　本稿では、これらのリアル店舗の多様化とは異なりIoT（モノのインタ
ーネット化）技術が加わることによって形成される新しいEC流通のビジ
ネス・モデルとして、以下にモバイル・ヘルスケアの事例を採り上げ検討
を加えていく。
２．モバイル・ヘルスケアの進展
　ICTの発展に伴い、今後急速な市場の質的変化と拡大が予測される領
域の一つとして、モバイル・ヘルスケア市場が挙げられる。本来のヘ
ルスケア全体の国内市場規模は医薬品７兆円、医療機器２兆円、医療IT
（Information Technology）4,000億円、介護７兆円、ドラッグストア３兆円
で、一部重複はあるものの、これらの合計で約20兆円の規模となる（山田
2012）。日本国内では高齢化とともに医療費の削減が社会的課題となって
いることもあり、「未病・予防」「セルフメディケーション」などが重視さ
れ、スポーツや健康管理・増進、在宅医療・介護などの領域におけるビジ
ネスの拡大が予測されるが、その中でも特にICTと密接に関連し伸長が期
待されているのがスマホやウエアラブル・デバイスなどのIoT（Internet of 
Things）技術、いわゆる「モノのインターネット化」技術によってもたら
される「モバイル・ヘルスケア」の領域である。
　IoTとして現在注目されているのは、①ウエアラブル・デバイス、②コ
ネクテッドカ ・ーオートノマスカー、③パートナ ・ーロボットの主に３つ（情
報通信白書 2015）である（図４）が、ヘルスケア領域のキーファクター
はアップルウォッチなどに代表されるウエアラブル・デバイスである。す
なわち消費者が、常時このウエアラブル・デバイスを身に付けることで脈
拍や消費カロリー、睡眠、体内組成などの生活行動や体内のバイタル・デ
ータが逐次センシングされ、インターネットを介してクラウド環境のデー
タベースに記録・蓄積される仕組みである。これにより個人個人のマイ・
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ビッグデータ（酒井 2015）が出来上がる。これによって個人の生活習慣
や体質などに合った食事法、運動法、ダイエット法やサプリメントなどを
アドバイスし健康に導く様々なサービスや商品が生まれてきている。この
市場は2015年約4千400億円、2020年には6千100億円の規模が予測されてい
る（富士キメラ総研 2016）。
　現在、注目される主なモバイル・ヘルスケア関連の事例を３つ挙げたい。
一つはドコモ・ヘルスケアが進めているもので、ウエアラブル・デバイス
図４　IoT技術において注目される３つのICT端末
図５　ドコモヘルスケアのモバイルヘルスケア事業
（出所：ドコモヘルスケア ホームページ）
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のムーヴバンドを活用した「カラダのキモチ」「からだの時計」などのア
プリが代表事例といえる。ウエアラブル・デバイスから心拍数や睡眠時間
などのバイタル・データをクラウド・データベースに蓄積し、これをもと
にした情報提供やアプリ・サービスを行うビジネスである（図５）。２つ
目は「ダイエット家庭教師」をキャッチフレーズとしたフィンク（FINC）
のビジネスで、毎食の写真をスマホで送ると、栄養士がカロリー計算や栄
養素などをチェックし、アドバイスを返すなどで着実なダイエット効果に
図７　ヘルシーワンのサプリメント・オーダーメード事業
（出所：ヘルシーワン　ホームページ）
図６　フィンク（FINC）のモバイルヘルスケア事業
（出所：FINC　ホームページ）
－108－ －109－
ICTの発展に伴う今後のグローバルEC流通政策課題に関する一考察 ―モバイル・ヘルスケアの事例を通じて―
導くサービスである（図６）。３つ目は「あなた専用のサプリメント」を
提供するヘルシーワンのマイ・ビタミンである。個人のデータに基づくオ
リジナル・サプリメントの提供を行うものである（図７）。
　これら個人のマイ・ビッグデータが蓄積された先には、AI（Artiﬁcial 
Intelligence）との融合によって様々なケースの成功・失敗事例が抽出・整
理されることとなり、これを特定の個人にマッチングさせることで、パー
ソナルで精度の高いレコメンド・システムが可能になるといえる。同時に
このシステムを活用することによって、個人に最適のオリジナル処方によ
るサプリメントの提供などといったオーダーメード商品のビジネス拡大が
視野に入ってくる。
　すなわち、IoT（モノのインターネット）技術によって、個人別情報（マ
イ・ビッグデータ）に適合させたオーダーメード商品の提供という、これ
までとは次元の異なる高度で詳細な個人情報と商品加工あるいはアセンブ
ルのプロセスを備えた新しいEC流通形態が創出される可能性が抽出でき
る。
　IoT技術は消費者の身の回りのあらゆるモノに組み込まれ、様々な生活
面での新しいベネフィットをもたらす可能性がある。前述のとおり現在、
消費者の個人生活周辺の領域では、ウエアラブル・デバイスの他に、コネ
クテッドカー・オートノマスカーやパートナー・ロボットなどのICT端末
が注目されている。これらのうちマイ・ビッグデータに基づくオーダーメ
ード商品はウエアラブル・デバイスに関するものといえるが、これだけを
採りあげても、衣類、化粧品、アクセサリー、医薬品、メガネやコンタク
トレンズ、靴、スポーツウエアなど、ファッションや化粧・医療などに関
わる様々な分野に広がる可能性を秘めおり、流通過程に新しい次元の情報
蓄積・分析機能とアセンブル機能などが求められる可能性を示唆している
といえよう。
Ⅲ．モバイル・ヘルスケアから見られる流通機能の変化
　以上みてきたモバイル・ヘルスケアによるEC流通機能を従来の流通機
能と比較すると図８のとおりとなる。
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　従来はメーカーから卸・小売を通じて消費者に至る経路が基本であった
ものが、現在のECにおいては商流の簡略化が可能となり、メーカー（作
り手）と消費者が直結した形で容易に成立できるようになったといえる。
もちろんリアル店舗でもメーカー直販という形態は可能であるが、前述の
ファクトリエやクリーマのように中小規模の工場や作家としての個人を、
世界中の消費者とダイレクトかつ容易につなぐことができるのはECなら
ではといえるだろう。
　ここまでは流通課程の簡略化が主な機能変化といえるが、モバイル・ヘ
ルスケアの事例では、消費者個人の詳細なマイ・ビッグデータとそれを収
集する端末であるウエアラブル・デバイスおよび、マイ・ビッグデータに
基づくアドバイスやオーダーメード商品提供を行うための専門家知識など
が、新たな要素として重要となってくるといえる。
　従来からの流通機能として、①需給接合機能、②物的流通機能、③情報
伝達機能、④補助的機能（金融・危険負担など）（渡辺 2006）が指摘され
ているが、ここではマイ・ビッグデータのような「個人情報管理機能」や「専
門家知識に基づくオーダーメード機能」など、③情報伝達機能の範囲が大
きく拡大することが注目すべき点の一つといえる（図９）。また流通がメ
ーカーと消費者の両者の情報を融合させる「情報縮約・斉合の原理（鈴木
安昭・田村 1998）」が指摘されているが、その基本的な前提は既に生産者
図８　モバイル・ヘルスケアの流通ビジネス・モデル（著者が作成）
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によって仕様が決められた財であるとともに、消費者の需要の多少を反映
したものと考えられる。消費者一人ひとりにとってのマイ・ビッグデータ
は靴や衣服のサイズといったものに比べれば大幅に複雑で多様性に富んだ
ものと考えられることに加え、さらにそこにはバイタル・データに専門家
知識による解釈や変換が加えられるなどの要因も加わる。従って従来の流
通理論の枠組みとは異なる考え方や理論が適用されるべきではないかと考
えられ、今後の学術的研究課題の一つといえよう。
　またモバイル・ヘルスケアは消費者一個人のバイタル・データを医師や
栄養士などの専門家が診断し、情報や財の提供を行うことから、医薬品、
医薬部外品、サプリメント、食品、化粧品など、従来からの商品カテゴリ
ー区分を跨いだ提供が必要となる。
Ⅳ．ICTによるグローバルEC進展のための流通政策課題
　以上、ヘルスケア領域におけるIoTなどのICT技術の進化に伴い、将来、
流通に求められるであろう新しい機能の変化の可能性などを確認した。現
時点ではこれらを想定したうえで、将来の国内流通政策として求められる
図９　モバイル・ヘルスケアの流通機能と特徴化要件（著者が作成）
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研究課題や流通政策課題について、①ICTそのものの国内技術課題、②商
品・情報のボーダレス化に伴う法的整備の重要性、③越境ECの現状と課題、
の３点から検討を加える。
１．ICTそのものの国内技術課題
　まずは今後の新しい流通を支えるコア技術として重要性を増してくる
のがIoTやAIなどを含むICT技術といえる。しかしながら日本においては、
このICT産業そのものが、電気産業衰退のトレンドを５～６年遅れてなぞ
る傾向にあることが指摘されている（岩本隆志 2014）。その本質的課題は
岩本隆志（2014）が指摘するように、日本のICT産業を担う人材の質の問
題とともに、そのコア技術を自ら生み出す基礎的研究への取組み不足にあ
ると考えられる。
人材の質の問題
　日本は業務経験を重視した人材登用を行っており、世界基準が技術者＝
修士、研究・管理者＝博士という形式であることとの間で大きな隔たりが
ある。また現在、世界中にICTの中核となる人材を多く輩出しているイン
ドとは、その経済環境や国策の影響などからICT技術職に対する認識やモ
チベーションに大きな隔たりがある。
本質的ICT研究が不在
　ICT技術のコアとなるOSなどの基本ソフトはアメリカなど海外のものを
活用し、日本ではそれを前提にしたソフト開発や既存ソフトの組み合わせ
などによる開発が主となっている。ICT領域における競争力の源泉はむし
ろコア技術のほうであり、日本では本来の研究開発にほとんど取り組まれ
ていないといえる。
　またICT産業振興の視点からの政策課題として岩本隆志（2014）は次の
４点を指摘している。①国としての目標がない、②世界中が資本主義に塗
り替えられて動いているという認識不足、③実用化につながる革新的技術
が企業から出ない、④日本企業は世界市場多様性を理解できていない、で
ある。
　モバイル・ヘルスケアのIoTの要素となるウエアラブル・デバイスにお
いても、例えば血圧が測定できないなどセンサー技術の開発余地が少なく
－112－ －113－
ICTの発展に伴う今後のグローバルEC流通政策課題に関する一考察 ―モバイル・ヘルスケアの事例を通じて―
ない他、アドバイスを行う専門家知識も人件費が高額に及ぶことからAI
への変換が求められるなど、ICTに関連する要素技術開発の重要性は明ら
かである。
　人口が減少しグローバルなビジネス展開が重要性を増す中、EC流通そ
のものの海外での競争力を高めていくためにはICT技術そのものも優位差
別化の重要な要因になるといえ、人材の質向上やICT分野の基礎的研究の
強化についての政策強化が求められるといえる。
２．商品・情報のボーダレス化に伴う法的整備の重要性
　現状ではサプリメントと化粧品をリアル店舗の同じ売り場に配置した
り、両者をセットして販売することも法的に許容されないといった現状が
ある。モバイル・ヘルスケアでは医師や薬剤師・栄養士・トレーナーなど
の専門家知識を活用しながら、消費者個人のマイ・ビッグデータを分析す
ることを通じて、時には医薬品を処方したり、サプリメントや医薬部外品
などを組み合わせた常用を推奨するといった場面が求められることから、
今後は大幅な法的規制・制約の見直しなども必要となることが確実であり、
流通政策面の重要課題の一つと考えられる。
３．越境ECの現状と課題
　「時間と空間の制約を取り払う」というECの特性から、国境をまたぐ「越
境EC」のビジネスが注目を集め活況を呈してきている。我が国がグロー
バルにECを展開していくためには越境ECの環境整備が欠かせない。
　これまでEC企業の売上規模が拡大し資本力が増すことで自ら物流イン
フラ整備を進めたり、決済の仕組みが整ってきていることに加え、AI技
術の進展などによりネット上の言語翻訳機能も次第に向上するなど、その
環境は整いつつある。むしろ課題は国際間取引のルールや法制面の整備に
あるといえ、近年我が国では表１のように、市場調査、支援事業、各国の
制度調査、準則の整備などの取組みがなされている（北元 2015）。
　一方、中国では、2014年3月に6カ所の特区が自由貿易試験区として、個
人消費者向けインターネット通販における越境ECの保税スキームが認可
され、中国現地での輸入許可・関税・各種販売許可などの貿易障壁が大幅
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に軽減されたビジネス・モデルがスタートしている（芦田 2016）。このよ
うに世界のEC規模が急速に拡大する中、とりわけ規模の大きい中国をは
じめとする環境整備は進行中である。
おわりに
　我が国は少子高齢化の社会構造の変化から国内だけでの経済成長が困難
となってきており、今後の成長性確保のためにはグローバルECの進展が
重要な課題の一つとなってくる。
表１　我が国の越境ECに関連する政策的取組み（北元（2015）をもとに著者が作成）
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　「課題先進国」としての我が国が抱える「未病・予防」「セルフメディケ
ーション」などの課題を解決することで「世界最先端の健康立国」を実現
できれば、グローバルでのビジネス展開において大きな優位性獲得につな
がるといえよう。そのためのビジネス・モデルとして有力なのがモバイル
・ヘルスケアといえる。
　日本再興戦略でも掲げられるこれらの実現のためには、ウエアラブル・
デバイスやマイ・ビッグデータ、専門家知識のAI化などのICT技術の進展
が欠かせないだけでなく、従来の商品カテゴリーや事業領域、国境を超え
たボーダレスな取組みが必要となることから、商品カテゴリーなどを跨ぐ
法の整備や越境ECのための国際間インフラなどのビジネス環境整備が求
められるといえ、法的側面でも多大な整備課題が想定される。
　さらに学術面でもマイ・ビッグデータや専門家知識による情報の解釈・
変換など、従来の流通理論の枠組みでは十分捉えきれないであろう研究課
題が抽出された。
　ICTの技術やインターネットのソフトの進化は日々急速に進んでいる。
これらの動向を注視しつつ以上の研究課題・検討課題への取組みを継続し
ていきたい。
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